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■令和３年度業務実績評価

全体評価：中期計画の達成に向け、
『優れた業務の進捗状況にある』（Ａ評価相当）

○ 高く評価すべき事項

・ 東京都立産業技術研究センター(以下「都産技研」という。)は、研究開発と技術支援の両面で様々な事

業を展開し、各目標値の達成や中小企業の製品化等に貢献しており評価できる。

・ 研究開発について、社会的課題の解決に資する分野の研究に取り組み、基盤研究等を基にした成果展開

にも多くつなげている。また、外部資金導入研究の歳入総額が高い水準を維持しており、学協会等での発表等、

成果展開・普及啓発にも積極的に取り組んでいることも評価できる。

・ 環境分野における課題解決に資する製品開発に貢献したことは高く評価できる。また、障害者スポーツ用具

の製品開発では、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会でのパラアスリートのメダル獲得に貢献するとと

もに、トップアスリート向け製品開発で得られた知見を大会のレガシーとして、一般障害者向けスポーツ用具開

発に発展させ、社会的課題の解決に取り組んでいることが高く評価できる。

○ 改善・充実を求める事項

・ 都産技研の更なる認知度向上に向け、戦略的な広報展開や職員の情報発信力の強化を、より一層強く

進めていくことが望まれる。

・ 業務のＤＸ化を更に推進し、データ分析・活用による中小企業支援施策の質の向上や利用者の利便性に

資する取組、より効率的な業務運営につながる取組を講じていくことが望まれる。
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Ｓ評価：２個、Ａ評価：８個、Ｂ評価：１０個



■令和３年度業務実績評価

項目１ 技術相談
Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している）
■ デジタル媒体を活用した技術相談を着実に進めるとともに、利用者の利便性向上に資する取
組を実施している。
■ アウトカム調査による目的達成度も高い水準を維持している。

⇒今後、相談内容のデータベース化等、技術相談が様々な支援業務と有機的に結び付けられ
るよう、取組を進められたい。

項目２ 依頼試験・機器利用
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ におい分析試験を新たにブランド試験として開始し、中小企業への技術的支援を強化している。
■ 機器利用の説明動画を作成するなど、利用者の利便性向上に努めている。
■ 年度計画の目標240,000件を超える依頼試験・機器利用を達成している。

⇒依頼試験・機器利用により、中小企業の技術的課題解決に向けた支援を着実に実施している。
引き続き、ニーズを捉えた機器整備や説明動画の作成など、利用者の利便性向上を図っていくこと
が望まれる。

依頼試験 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 143,093 148,809 143,141 109,884 113,408

機器利用 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 144,737 157,541 140,901 103,411 131,623

合計：
245,031件
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項目３ オーダーメード型技術支援
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ 利用者からの要望を踏まえ、細分化していた支援メニューを統合したオーダーメード型技術
支援を立ち上げ、中小企業の製品開発段階に応じ柔軟な支援を実施した。
■ 職員だけでは対応が難しい事案については、外部専門家による技術アドバイスも取り入れ、
支援の強化をするとともに、職員の知見も更に深めている。
■ 年度計画を超える製品化・事業化を達成している。

⇒引き続き、技術支援が製品化・事業化につながるよう、利用者のニーズに合わせたきめ細か
い支援を実施していくことが望まれる。

項目４ 基盤研究
Ｓ（年度計画を大幅に上回って実施している）
■ 社会的課題に迅速に対応した研究開発により、SDGｓや社会的環境変化の課題解決に
貢献した。
■ 年度計画を上回る基盤研究からの成果展開件数を達成した。
■ 学協会等での成果発表について、論文数は過去最高となった昨年度と同水準の件数を発
表している。

⇒昨年度を上回る成果展開・成果発表件数を達成している点や、基盤研究に組織一丸と
なって取り組み、社会的課題解決に貢献する成果を上げたことは、大いに評価できる。

製品化・事業化
年度計画 実績

20件 30件

基盤研究の成果を基に支援事業・
共同研究に発展した件数、外部資
金導入研究に採択された件数

年度計画 実績

27件 31件

論文数 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 51 53 59 67 66



項目５ 共同研究
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ 中小企業等との共同研究による製品化・事業化件数は、中期計画目標達成に向けて着
実に実績をあげている。

■ 世界初の製法による製品の共同開発というチャレンジングな取組を実施し、成果を出した。
■ 社会人博士課程への派遣制度を利用して新しい分野の博士号を取得し、専門領域を広
げることで、利用者からの要望に応え、製品化を実現した。

⇒製品化・事業化に積極的に取り組んでいる点は評価できる。今後も、都産技研に求められ
ているニーズを的確に把握し、企業の製品化・事業化を後押ししていくことが望まれる。

項目６ 外部資金導入研究
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ 外部資金導入研究歳入総額は高水準を維持している。
■ 学協会発表は過去最高の件数を記録するとともに、海外への成果発信を積極的に進める
ことで、海外の専門家と広く議論し、職員のレベル向上に努めた。

⇒外部資金導入研究の獲得実績が高い水準である点や、学協会発表等に積極的に取り組
み、研究成果の普及啓発に努めている点は、高く評価できる。
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製品化・事業化 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 15 10 8 11 14

学協会発表 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 57 85 83 60 97
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項目７ 知的財産
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ 知的財産出願の精査や保有知的財産権の見直しを適宜行い、知財経営を適切に進めて
いる。
■ 特許等の実施許諾件数は過去最高に並ぶ件数を達成している。

⇒実施許諾件数が高水準であることは評価できる。
引き続き、優れた知的財産権の出願を進めていくとともに、企業への実施許諾を促進されたい。

項目８ 新産業創出支援
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ 中小企業の5G・IoT・ロボット普及促進事業では、製品化・事業化について、昨年度を上
回る件数を達成し、支援企業が表彰を受けるなど、着実に実績を積み重ねている。
■ ものづくりベンチャー育成事業において、支援した中小企業の量産試作やファンドからの出資
獲得に貢献する等、成果に繋げている。

⇒今後とも、社会的なニーズを踏まえ、中小企業の新技術・新製品の開発を、積極的に支援
することが望まれる。

特許等の実施許諾件数 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 8 17 13 14 17
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項目９ 社会的課題解決支援
S（年度計画を大幅に上回って実施している）
■ プラスチック代替素材を活用した製品の開発など、環境分野等の課題解決に寄与した。
■ 企業と協力して実施したパラアスリート向けスポーツ用具の開発により、東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会でのメダル獲得に貢献した。

⇒廃プラスチックの削減といった社会的課題の解決に資する成果を出したことは評価できる。
また、アスリート向けに開発した製品が、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会での複数の
メダル獲得に貢献したことに加え、製品の開発過程で得られた知見を活かし、一般障害者向けス
ポーツ用具の研究開発に取り組んでいる点は大いに評価できる。

項目１０ オープンイノベーション
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ コロナ禍にあってもビジネスマッチング会をオンラインで開催し、着実に成約に繋げるなど、中
小企業のオープンイノベーションの機会を創出した。
■ 他の公設試験研究機関などと連携を図り、中小企業への技術支援を行った。

⇒今後とも、多様な機関と連携を進め、中小企業のオープンイノベーションを促進する取組を一
層充実していくことが望まれる。
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項目１１ 製品開発支援ラボ等
A（年度計画を上回って実施している）
■ ラボ入居企業の製品化・事業化件数は過去最高を記録し、売上も堅調である。

■ 製品開発支援ラボでの支援により、入居企業が国等から表彰を受けた。
■ 施設の紹介動画の公開など、積極的なPRを進め、ラボの入居率は100％を達成し、高い
入居率を維持している。

⇒ラボ入居企業の製品化・事業化を強力に後押ししている点や、企業の社会的な高評価獲
得に貢献した点は、評価できる。

項目１２ 海外展開
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ 中小企業の海外展開に寄与した件数は、30件となり、年度計画を超える件数を達成した。

■ 海外展開を検討している企業に対し、オンデマンド配信セミナーを新たに開始し、引き続きオ
ンラインの取組を充実させている。

⇒今後とも、中小企業の海外展開に資する取組を充実させ、海外展開の支援を促進していく
ことが望まれる。

製品化・事業化 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

件数 14 9 10 10 16

海外展開に寄与
した件数

年度計画 実績

24件 30件
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項目１３ 支所における支援
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ 支所所在地域の産業特性にあわせ、地域の特徴を活かした製品化・事業化事例を数多く
創出した。
■ 引き続き中小企業振興公社や大学等と連携しながら、地域における中小企業等の技術
的課題の解決に繋げている。

⇒引き続き、支所において、地域の産業特性に応じた効果的な支援を実施するとともに、中小
企業振興公社や大学、区・市等との連携事業を推進し、中小企業の製品開発や技術的課
題の解決を支援していくことが望まれる。

項目１４ 食品産業への支援
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ 企業等の製品開発の支援を着実に実施した。清酒の開発支援では、欧州市場での日本酒
の普及を目的にした日本酒コンクールにて金賞を受賞し、 東京都の酒蔵のアピールに寄与した。
■ 地産地消を進めるため、都の農林水産業振興部門と連携し、地域資源を活用した食品を開
発した。

⇒今後、食を巡る様々な社会的課題解決に貢献していくことを期待する。
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項目１５ 産業人材の育成
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ コロナ禍においても、セミナーや講習会について、開催回数、受講者数ともに高い実績を確
保するとともに、アンケートによる評価も得ている。
■ 研修学生の受け入れを積極的に実施し、研修学生が学会の討論会で表彰されるといった
成果も出ている。

⇒今後とも、中小企業の人材育成に資する質の高いセミナー・講習会を実施し、積極的に産
業人材の育成を図られたい。

項目１６ 情報発信の推進
Ａ（年度計画を上回って実施している）
■ オンラインによる研究発表会や広報誌等のデジタル化に力を入れた結果、中期目標を達成
した。
■ 職員向け広報ハンドブックを作成し、職員一人一人の情報発信力を強化した。
■ SNS、YouTubeなどの活用、都産技研設立100周年事業での記念冊子作成やイベント
配信など、積極的な情報発信に取り組んだ。

⇒今後とも、都産技研の認知度向上に向けて、戦略的かつ積極的に情報発信していくことを
期待する。
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項目１７ 組織体制及び運営、効率化、経費節減
B（年度計画を概ね順調に実施している）
■ デジタル化推進部の新設等、執行体制の見直しを図り、効率的かつ柔軟な体制を確保し
た。
■ テレワーク実施体制の整備やWeb会議サービスの新規導入を行うなど、効率的な業務実
施に向けた各種整備を行った。
■ 超過勤務発生の原因把握などに努め、超過勤務削減の取組を推進した。

⇒引き続きデジタル化を推進し、業務の効率化等を一層進めていくことが望まれる。

項目１８ 資産の適正な管理運用等
Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している）
■ コロナによる減収、電力価格の上昇、半導体不足による機器契約不調等の問題に対応す
るため、補正予算編成など財政面における機動的な対応を実施した。
■ 修繕計画に基づき、 設備や機器の校正・保守を適切に実施した。

⇒今後とも、情勢の変化に応じた柔軟な資金管理・資産運用を実施されたい。
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項目１９ 危機管理対策、社会的責任
Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している）
■ 研修等の実施により、職員の安全衛生や法令順守、セキュリティ意識の向上に努めている。
■ 5年連続で省エネ法の最上位評価を獲得している。

⇒今後とも、SDGｓを意識し、省エネルギー対策の推進、ペーパレスなど、環境に配慮した取
組を積極的に進め、具体的な取組成果を対外的に発信していくことが望まれる。
また、業務のＤＸ化に合わせて、サイバーセキュリティ対策を十分に講じられたい。

項目２０ 内部統制・コンプライアンス
Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している）
■ 内部統制関連規程の点検・整備を、内部監査室を中心に適切に実施した。
■ コンプライアンスマニュアルの整備や研修の実施により、職員のコンプライアンス意識の向上を
図っている。

⇒今後も内部統制によるガバナンス強化及びコンプライアンスの徹底を進められたい。


